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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月 2026年３月

営業収益 (千円) 460,078 508,328 517,484 552,094 557,677

経常利益 (千円) 23,242 31,010 19,648 35,778 15,882

当期純利益又は
当期純損失(△)

(千円) △26,991 21,264 12,794 2,981 9,905

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ─ ― ― ―

資本金 (千円) 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000

発行済株式総数 (株) 1,400 1,400 1,400 1,400 1,400

純資産額 (千円) 2,272,567 2,293,832 2,306,626 2,309,608 2,319,513

総資産額 (千円) 2,730,187 2,762,417 2,757,201 2,768,132 2,793,972

１株当たり純資産額 (円) 1,623,262.41 1,638,451.45 1,647,590.12 1,649,720.03 1,656,795.12

１株当たり配当額
(１株当たり
中間配当額)

(円)
(円)

― ─ ― ― ―

〔―〕 〔─〕 〔―〕 〔―〕 〔―〕

１株当たり当期純利益
又は１株当たり
当期純損失(△)

(円) △19,279.90 15,189.04 9,138.67 2,129.91 7,075.09

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ─ ― ― ―

自己資本比率 (％) 83.2 83.0 83.6 83.4 83.0

自己資本利益率 (％) △1.1 0.9 0.5 0.1 0.4

配当性向 (％) ― ─ ― ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 54,214 64,883 10,224 47,659 64,787

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △8,283 △107,883 31,267 △98,996 △10,390

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △2,711 △4,020 △3,535 △4,969 △4,574

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 299,917 252,897 290,854 234,547 284,369

従業員数
〔外、平均臨時
雇用者数〕

(人)
45 48 48 46 43

〔14〕 〔11〕 〔12〕 〔13〕 〔11〕
 

(注) １　当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２　持分法を適用した場合の投資利益の金額については、関連会社がないため記載しておりません。

３　第62期から第66期まで潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在していないため記

載しておりません。

４　非上場会社であるため株価収益率、株主総利回り、比較指標、最高株価、最低株価は記載しておりません。

 
(最近５年間の株主総利回りの推移)

証券取引所非上場、証券業協会非登録のため、該当事項はありません。

 

(最近５年間の事業年度別最高・最低株価)

証券取引所非上場、証券業協会非登録のため、該当事項はありません。
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２ 【沿革】
 

1960年９月19日

 

宮城県仙台市青葉区荒巻字青葉山内に資本金70,000千円をもって会社を設立する。

 

1960年11月15日

 

増資70,000千円を行い、資本金は140,000千円となった。

 

1961年６月10日

 

増資75,000千円を行い、資本金は215,000千円となった。

 

1961年11月５日

 

９ホールズで仮オープンする。

 

1962年８月25日

 

18ホールズの全コースをオープンする。

 

1963年３月５日

 

増資25,000千円を行い、資本金は240,000千円となった。

 

1981年８月１日

 

宮城県よりゴルフ場土地を賃借する契約を締結する。

 

1997年３月31日

 

宮城県が土地賃借契約の終了を主張したため、同年12月25日仙台法務局へ賃借料を供託す

る。

1997年10月18日

 

増資430,000千円を行い、内200,000千円は資本準備金に組入れし、資本金は470,000千円と

なった。

1997年12月８日

 

宮城県よりゴルフ場用地の明渡し訴訟が提起される。

 

2003年４月８日

 

仙台地方裁判所によって宮城県と和解が成立する。

 

2004年９月10日 株式会社大林組・宮城グリーン開発株式会社と総額22億円(消費税別)で名取ゴルフ倶楽部

を2005年４月１日付で取得する譲受契約を締結する。

2004年12月19日

 

仙台カントリー倶楽部「青葉山コース」営業を終了。

2004年12月31日

 

従業員を全員解雇する。

2005年１月31日

 

宮城県に土地を明渡す。

2005年２月１日

 

宮城県名取市愛島笠島字南北沢１―８仮事務所に移転。

2005年２月３日

 

宮城県への明渡し立会検査完了。

2005年３月４日

 

宮城県より和解金20億円受領。

2005年４月１日 株式会社大林組・宮城グリーン開発株式会社に対して「名取ゴルフ倶楽部」土地・建物・

付属建物総額22億円を支払い、所有権移転登記完了。

2005年４月７日 仙台カントリー倶楽部「名取コース」営業開始。

2005年４月８日 株式会社大林組を割当先とする第三者割当増資600,000千円を実施、資本金770,000千円と

なった。

2021年８月１日 減資720,000千円を行い、全額資本準備金へ組入れし、資本金は50,000千円となった。

 

 

３ 【事業の内容】

当社の主要な事業は、ゴルフ場の経営であり、18ホールズのゴルフコース並びにクラブハウス等の運営、維持管理

に努め、利用者に快適なプレー環境を提供できるよう取り組んでおります。

 

４ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

(1) 会社の経営の基本方針

当社は、基本理念として、高い品質のサービスを通じて快適な空間と環境を創造するため、「安心・安全・快

適・喜び・感動」を提供し、すべてのお客様に喜んでいただくことを目指してまいります。

(2) 会社が対処すべき課題と経営戦略

ゴルフ場を取り巻く今後の事業環境は、ゴルファーの高齢化や若年層の利用率低下、競合コースとの競争激化な

ど、入場者数や価格の面で厳しい状況が続くものと予想されます。また、緩やかな回復基調を維持しているもの

の、中東情勢・ウクライナ情勢の緊迫化に加え、米国の関税政策、日中関係の悪化、円相場の急落等による下振れ

リスクもあり、景気に対する悪影響が懸念されており、当社の業績にも大きな影響が及ぶ可能性があります。

このような事業環境のもと、当社は、「安定的かつ継続的な経営」を目指し、「収益力の強化」、「集客力の向

上」、「サステナビリティへの取組」を重点課題として取り組んでまいります。

また、競争優位性の高い商品を開発し、競合ゴルフ場との差別化を図り、スピード感を持った企業運営を行って

まいります。施設関連につきましては、快適なプレー環境の維持向上を図るため、今後も継続して改修、更新等を

行ってまいります。

 
２ 【サステナビリティに関する考え方及び取組】

サステナビリティに関する考え方

当社は、{社会倫理に基づいた経営を行い、「安心・安全・快適・喜び・感動」を提供し、すべてのお客様に喜ん

でいただくことをめざします。このために、誠意と創意をもって健全な事業活動を推進し、役員・従業員一人ひと

りがこの行動規範を実践することで社会的責任を果たしていきます。}という「企業行動規範」を制定しておりま

す。この、「企業行動規範」とＳＤＧs17個の目標のうち、GOAL3健康、GOAL4教育、GOAL12責任およびGOAL15陸の豊

かさの４個を柱としております。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において判断したものであります。

具体的な取組みは次のとおりであります。

①　GOAL3:健康維持推進 シニア・レディスデー(食事つき特別料金設定)、シニア・レディスコンペ開催

②　GOAL4:教育 ジュニア育成講習会開催、春・夏休み無料でコース開放

③　GOAL12:責任 従業員食堂制度を導入し食品ロス防止、ランドリー・レジ袋をバイオマス袋に変更、

植栽刈払機をエンジン式からバッテリー式に変更

④　GOAL15:陸の豊かさ 当ゴルフ場に生息する動植物を写真撮影し、コース売店に掲示して来場者と共に自然

環境に配慮する啓蒙の実施
 

今後はゴルフカートをガソリンカートから電気カートに切り替える方針であります。

 
(1) ガバナンス

当社制定の「企業行動規範」に基づいて、業務運営がなされているかどうかを日常業務で点検しております。

点検内容につきましては、「部長会」や「安全衛生会議」等を開催し、内容を周知しております。

 
(2) 戦略

当社の重要な戦略については、「第２　事業の状況　１　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」をご参照

願います。

人的資本・多様性については、「企業行動規範」に掲げている「すべてのお客様に喜んでいただく」ことを、持

続的に実現していくためには、人材を育成することが経営の最も重要な基盤と認識しております。

戦略は、次のとおりであります。

①　新規高校卒業のキャディ採用者

社会人としての基本的なマナー、キャディ業務に必要なゴルフ全般の知識及び接客マナーを習得させるため

６ヶ月程度の研修期間を定め指導を行っております。
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②　従業員

従業員一人ひとりが、それぞれの個性と能力を発揮しながら成長すること及び部門毎の連携を柔軟に行な

い、フラットな組織を構築しております。

③　従業員の安全及び健康

安全につきましては、毎月15日を「労働安全の日」と定めております。当日は、役員と従業員が安全への意

識高揚のため「ゼロ災害へ全員参加」のバッチを胸元に付けて日常業務を行っております。また、宮城県ゴ

ルフ連盟を通じて加盟ゴルフ場で発生した労働災害発生事例の内容を周知しております。当社において同様

な事故の発生の未然防止策を周知しております。

健康につきましては、役員と従業員を対象に集団健康診断を実施しております。個別健康診断を受診した場

合は、一部受診料の補助を行っております。

 
(3) リスク管理

ガバナンスで点検した項目を役員と従業員で共有し、企業行動規範とＳＤＧsの進捗を重ね合わせて、リスク顕在

化の未然防止に努めております。

倶楽部運営上の課題や問題については理事会及び各委員会、経営上の課題や問題については取締役会において解

決に向けて取組んでおります。

 
(4) 指標及び目標

人材の育成に関する方針に関する指標の内容並びに当該指標を用いた目標及び実績は次のとおりです。

 
指標　新卒並びに中途採用人数

目標　毎年若干名の採用の継続をめざす

実績　当事業年度　４名

 
(5) 従業員の給与(賞与を含む)の決定に関する方針については次のとおりです。

 
①　新卒採用者については、同業他社ならびに地元企業の新卒採用者給与等を勘案し決定しております。

②　中途採用者については、担当する職務と能力に応じ、職歴・経験年数を加味し決定しております。

③　昇給については、職務遂行能力・勤務成績を考課し決定しております。

④　賞与については、支給対象期間の功績及び勤怠を考課し決定しております。
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３ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。なお、将来に関する事項は、当事業年度末現在において判断し

たものであります。

(1) 経営環境について

ゴルフ場の事業は、景気の変動や個人消費の動向が、入場者数及び営業収益に大きく影響します。日本経済は、

緩やかな回復基調を維持しているものの、中東情勢の緊迫化・ウクライナ情勢の長期化に加え、米国の関税政策や

原油価格ならびに物価の上昇等、景気に対する悪影響が懸念されております。

宮城県の経済情勢は、生産、ならびに公共投資は回復基調にあるものの、住宅投資の減少、個人消費回復テンポ

の鈍化もあり、全体としては緩やかに持ち直しているものの、弱い動きもみられるものとなっており、外資系を含

むゴルフ場の低価格による集客競争の激化は、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

(2) 天候による影響について

ゴルフ場の事業は、天候等の要因により大きく左右され、トップシーズンの悪天候、夏季の猛暑、冬季の降雪に

よるクローズ等によって、入場者数及び営業収入が大きく減少し、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

(3) 災害発生等の影響について

当社の立地する宮城県では、東日本大震災以降、今後も大きな地震が発生する可能性もあり、その影響や台風の

被害、火災による事故、病害虫の大量発生等でゴルフ場全体に大きな影響を及ぼす可能性があります。

(4) 個人情報の管理について

当社は、会員等及び利用者の情報を管理しております。これらの個人情報が外部に漏洩した場合には、社会的信

用の失墜等により当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

４ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当事業年度における当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下、「経営成績等」という。）の状

況の概要並びに経営者の視点による当社の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであり

ます。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において判断したものであります。

(1)経営成績

宮城県内のゴルフ場の入場者数は、夏の猛暑と冬の積雪の影響等により年間(2025年１月～2025年12月宮城県ゴ

ルフ連盟加盟ゴルフ場集計)で前年度比19,651人(1.84％)減少となりました。

このような環境の中、当社の営業活動は、各種サービスデーの設定、オープンコンペの企画、倶楽部競技の活性

化、プレー予約では中長期のデータを分析し予約率を高める方策を講ずる等、入場者の確保に努めてまいりまし

た。

今冬季(12月～３月)の降雪によるクローズ日数は、12月～３月各月１日、合計４日間と前事業年度に比べ５日減

少しました。通期でのクローズ合計日数は６日間となり、営業日数は前事業年度より６日増加し359日となりまし

た。

入場者数につきましては、上半期は好天に恵まれた５月に過去最高の入場者数を記録しましたが、６月～７月に

記録的な猛暑の影響により入場者数が大きく落込み前事業年度比932人の減少となりました。他方、下半期は積雪

によるクローズ日数が前年度より減少したことなどにより、入場者数は前事業年度比170人の増加となりました。

これにより、年間の入場者数は前事業年度比762人減少の47,297人となりました。

当事業年度における営業収益は、557,677千円で前事業年度比5,582千円の増加となりました。これはゴルフ場収

入が減少したものの、年会費の値上げ及び名義書換手数料の増収によるものであります。

営業費用は544,797千円で前事業年度比26,144千円の増加となりました。これは主として人件費ならびに減価償

却費の増加によるものであります。

この結果、営業利益は12,879千円(前事業年度比20,562千円減)、経常利益は15,882千円(前事業年度比19,896千

円減)、当期純利益は9,905千円(前事業年度比6,923千円増)となりました。
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受注及び販売(入場者数及び営業日数・営業収入・プレー料金)の実績は、次のとおりであります。

①入場者数及び営業日数

月別 入場者数(人) 前年同月比(人) 営業日数(日) 前年同月比(日)

４ 3,730 △85 29 0

５ 4,306 41 31 0

６ 4,058 △527 30 0

７ 3,425 △614 31 0

８ 3,426 168 31 1

９ 3,861 85 29 0

10 4,768 △116 31 0

11 4,654 185 30 0

12 4,165 △80 30 △1

１ 3,505 △114 30 2

２ 3,355 90 27 2

３ 4,044 205 30 2

計 47,297 △762 359 6
 

 
②営業収入

科目
前事業年度

(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

当事業年度
(自　2025年４月１日
至　2026年３月31日)

対前期比

 金額(千円) 金額(千円) (％)

グリーンフィ 123,227 120,695 97.9

年会費 25,837 39,613 153.3

食堂収入 70,604 69,341 98.2

キャディフィ 30,320 25,925 85.5

諸費 128,177 126,563 98.7

登録名義書換手数料 22,200 26,300 118.4

その他の収入 151,727 149,239 98.3

合計 552,094 557,677 101.0
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③利用者のプレー料金(2026年３月31日現在)

 

基本料金 セルフ(税込)        　　　　　　　　　　　　　　　        　　　　　　　   (単位:円)

区分 会員
ビジター

平日 土日祝

グリーンフィ 550 3,190 8,470

諸費 3,135 3,135 3,135

カートフィ 2,640 2,640 2,640

利用税 950 950 950

計 7,275 9,915 15,195
 

 
キャディフィ(税込)                 　　　　　　　   (単位:円)

４バック 3,520

３バック 4,180

２バック 4,950
 

 
貸しクラブ・シューズ(税込)                     　　　(単位:円)

貸しクラブ(フルセット) 2,750

貸しシューズ 1,100
 

 
(2) 財政状態

(資産の部)

当事業年度末の資産の部合計は、前事業年度末と比較して25,839千円増加し2,793,972千円となりました。こ

の主な要因は現金及び預金の増加(前事業年度末比49,822千円増)、原材料及び貯蔵品の減少(前事業年度末比

1,645千円減)、有形固定資産の減少(前事業年度末比21,078千円減)によるものであります。

(負債の部)

当事業年度末における負債の部の合計は、前事業年度末と比較して15,934千円増加し、474,458千円となりま

した。主な要因は、未払金の増加(前事業年度末比5,164千円増)、未払法人税等の減少(前事業年度末比5,494千

円減)、未払消費税等の増加(前事業年度末比11,296千円増)、リース債務の増加(前事業年度比5,356千円増)によ

るものであります。

(純資産の部)

当事業年度末における純資産の部の合計は、前事業年度末と比較して9,905千円増加し、2,319,513千円(自己

資本比率83.0％)となりました。これは当期純利益によるものであります。

 
(3) キャッシュ・フロー

当事業年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、営業活動で64,787千円の獲得、投資活動で

10,390千円の使用、財務活動で4,574千円を使用しました。

この結果、資金は49,822千円の増加となり、期末残高は284,369千円(前事業年度比21.2％増)となりました。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当事業年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、64,787千円(前年同期は47,659千円の収入)の収入

となりました。これは主に営業収入561,037千円、原材料及び商品の仕入れによる支出47,608千円、人件費の支出

288,931千円、その他営業支出149,187千円、法人税等の支払11,566千円などによるものであります。
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(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当事業年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、10,390千円(前年同期は98,996千円の支出)の支出

となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出10,493千円、有形固定資産の売却による収入100千円な

どによるものであります。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当事業年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、4,574千円(前年同期は4,969千円の支出)の支出と

なりました。これは長期預り金の支払いによる支出600千円、リース債務の返済による支出3,974千円によるもの

です。

 

 (資本の財源及び資金の流動性に係る情報)

当社の資金は、主に売店販売用の商品、レストラン用食材・飲料、芝管理に伴う肥料や消耗備品、販売費及び

一般管理費等の営業費用並びに設備の新設、改修等に支出されております。これらの必要資金は、自己資金によ

り賄うことを基本方針としております。

設備投資の詳細については、「第３設備の状況　１設備投資等の概要　３設備の新設、除却等の計画」をご参

照ください。

 
(4) 重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成しております。この

財務諸表を作成するにあたって、資産、負債、収益及び費用の報告額に影響を及ぼす見積り及び仮定を用いており

ますが、これらの見積り及び仮定に基づく数値は実際の結果と異なる可能性があります。

財務諸表の作成にあたって用いた会計上の見積り及び仮定のうち、重要なものは「第５　経理の状況　２　財務

諸表等　(1) 財務諸表　注記事項　(重要な会計上の見積り)」に記載しております。

 
５ 【重要な契約等】

該当事項はありません。

 

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当事業年度の主な設備投資は、以下のとおりであります。

(1)建物附属設備 厨房エアコン 2,320千円

(2)構築物 練習場防球ネットポール基礎補強 3,800千円

(3)機械及び装置 乗用芝刈り機 3,900千円

(4)リース資産 ゴルフカートミストファン 9,331千円
 

 

２ 【主要な設備の状況】
　　　2026年３月31日現在

項目
期末帳簿価額
(千円)

内 容 摘　要

建物 152,974 クラブハウス、管理棟他
面積 クラブハウス 3,264.82㎡

　　 管理棟他　 　1,719.05㎡

建物附属設備 27,106 クラブハウス給排水・衛生・空調設備他  

構築物 127,876 付替水路、駐車場、カート路改修他  

機械及び装置 29,770 芝管理機械他  

車両運搬具 4,950 ゴルフカート他  

工具、器具及び備品 6,068 厨房機器他  

コース勘定 1,099,095 コース造成費用  

土地 583,311 ゴルフ場土地 面積　土地 881,671.37㎡

立木 167,353 コース内植栽  

リース資産 10,607 トラクター、ゴルフカートミストファン他  

合計 2,209,114   
 

 
３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設

当事業年度において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は次のとおりであります。

 

事業所名(所在地) 設備の内容

投資予定額(千円)
資金調達
方法

着手年月
完成予定
年月

完成後の
増加能力

総額 既支払額

仙台カントリークラブ
「(宮城県名取市)」

ゴルフカート 18,280 ─
リース
契約

2026年４月 2026年４月 ─

仙台カントリークラブ
「(宮城県名取市)」

自動精算機 7,173 ─
リース
契約

2026年３月 2026年５月 ─

仙台カントリークラブ
「(宮城県名取市)」

バンカーレーキ 3,053 ─ 自己資金 2025年10月 2026年５月 ─
 

 
(2) 重要な設備の除去

当事業年度において、新たに確定した重要な設備の除去等の計画はありません。

EDINET提出書類

株式会社　仙台カントリークラブ(E04639)

有価証券報告書

10/44



第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 2,000

計 2,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(2026年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年６月23日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,400 1,400 非上場／非登録
単元株制度を採用しておりま
せん。

計 1,400 1,400 ― ―
 

(注)　発行済株式は、全て議決権を有しております。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2021年８月１日(注) ― 1,400 △720,000 50,000 720,000 1,220,000
 

(注)　会社法第447条第１項の規定に基づき、資本金を減少(93.5％減資)し、資本準備金へ振り替えたものでありま

す。

 

(5) 【所有者別状況】

 2026年３月31日現在

区分

株式の状況

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― 4 ― 388 ― ― 885 1,277

所有株式数
(株)

― 9 ― 499 ― ― 892 1,400

所有株式数の
割合(％)

― 0.6 ― 35.6 ― ― 63.7 100.0
 

 

(6) 【大株主の状況】

　2026年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式(自己株式を
除く。)の総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社大林組 東京都港区港南二丁目15番２号 12 0.85

株式会社東建工営 名取市杜せきのした一丁目２番地の７ 11 0.78

株式会社ユアテック 仙台市宮城野区榴岡四丁目１番１号 8 0.57

株式会社仙台タクシー 仙台市若林区卸町東五丁目２番38号 6 0.42

株式会社日立製作所 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 5 0.35

株式会社河北新報社 仙台市青葉区五橋一丁目２番28号 4 0.28

学校法人菅原学園 仙台市青葉区本町二丁目11番10号 4 0.28

東北放送株式会社 仙台市太白区八木山香澄町26番１号 4 0.28

計 ― 54 3.85
 

(注)　所有株式数第９位にかかる３株を所有する株主の数が14名となっておりますので、上位８名のみの記載として

おります。

 

EDINET提出書類

株式会社　仙台カントリークラブ(E04639)

有価証券報告書

12/44



 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　2026年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 1,400
 

1,400 ―

発行済株式総数 1,400 ― ―

総株主の議決権 ― 1,400 ―
 

 

② 【自己株式等】

　2026年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―
 

 

２ 【自己株式の取得等の状況】

自己株式の取得等はありません。

 

３ 【配当政策】

当社の剰余金の配当は、期末の年１回を基本的な方針としております。この決定機関は、株主総会であります。剰

余金の配当の基準日は、毎年３月31日としており、そのほか、基準日を定めて剰余金の配当をすることができる旨を

定款に定めております。当社の配当政策の考え方は、株主のほとんどが会員であるために、それに対する利益還元と

して、より快適なクラブライフを提供するという理念のもとに会員を最優先とした運営を行っており、充分な内部留

保を確保するまでは配当は実施せず、コースの維持管理、施設の充実等に努め、会員により良いプレー環境を提供し

てまいります。

 

４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、株主会員制のゴルフ場であり、株主会員をはじめゲストの方々に快適なプレー環境を提供すること、また

地域社会への貢献と融合を図り親しまれるゴルフ場、自然と共生・調和を図り環境に優しいゴルフ場を目指しており

ます。

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、この基本理念を実現するために、経営の効率性、健

全性、透明性を高めるため経営環境の変化に迅速に対応できる組織作り、内部統制システムの確立、法令遵守の確保

に努めております。
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① 会社の機関の内容

当社は、会社法に基づく会社の機関として「株主総会」、「取締役会」、「監査役会」、「会計監査人」で構成

されております。

「取締役会」は、取締役８名(うち社外取締役５名)で構成されており、経営の基本方針、法令で定められた事項

及びその他経営に関する重要な事項を審議し、意思決定の上業務執行を行っております。

また、当社の取締役は15名以内とする旨を定款で定めており、取締役の選任決議は、議決権を行使することがで

きる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及びその選任決議は

累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。

取締役会の活動状況につきましては、当事業年度において取締役会を５回開催しており、個々の取締役の出席状

況は次のとおりであります。

役　職　名 氏　　　名 開催回数 出席回数

代表取締役社長 菅　原　　一　博 ５ ５

常務取締役支配人 渡　邉　　和　彦 ５ ５

取締役 後　藤　　久　幸 ５ ４

取締役 鈴　木　　繁　雄 ５ ５

取締役 荒　川　　滿　政 ５ ５

取締役 庄　子　　清　一 ５ ５

取締役 西　井　　英　正 ５ ２

取締役 鴫　原　　　　智 ５ ５
 

 

取締役会における具体的な検討内容として、会計監査人選任、事業報告と計算書類の承認、定時株主総会召集、

及び役員報酬であります。

「監査役会」は、常勤監査役１名と監査役(社外監査役)２名で構成されており、会社の業務及び財産の状況や取

締役の業務執行の監督及び会計監査を行っております。また、監査役は会計監査人より半期毎に会計監査の方法と

結果の報告を受けるなど、相互連携を図っております。

その他当社ではゴルフ場運営のため、仙台カントリー倶楽部として理事会及び各種委員会を設置し、運営のため

の重要事項についての審議を定期的に行っており、毎年６月には会員総会を開き重要な事業計画を審議しておりま

す。

 

② 内部統制システムの整備の状況

当社は、ゴルフ場を円滑に運営する上で、取締役会と理事会が相互に補完し合い、厳格に業務を執行することに

より内部統制の充実を図っております。また、企業行動指針として「職務権限規程」を基に社員が日常業務を遂行

する上で遵守すべく、全社員にコンプライアンスの徹底、浸透を図っております。

なお、必要に応じて顧問弁護士の助言を得て、適正に対処しております。

 

③ リスク管理体制の整備の状況

当社の事業活動に重大な影響を及ぼす恐れのある経営リスクについては、関連部署において事前にリスクの分

析、対応策を検討し、取締役及び担当責任者からなる経営会議の場で審議しております。リスク管理については

「危機管理対策規程」に基づき、リスクを回避する対策を講じております。

また、リスク管理にあたっては、顧問弁護士等の専門家から必要に応じてアドバイスを受けています。

 

④ 役員報酬の内容

当社の取締役に対する報酬の額は6,900千円であり、監査役に対する報酬の額は4,800千円であります。なお、社

外取締役及び社外監査役は無報酬であります。

 

⑤ 株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うために、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件につい

て、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以

上をもって決議を行う旨を定款に定めております。
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(2) 【役員の状況】

① 役員一覧

男性11名　女性０名　（役員のうち女性の比率０％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役社長
(代表取締役)

菅　原　一　博 1946年１月24日生

1971年３月 早稲田大学大学院商学研究科卒業

1996年９月 学校法人菅原学園理事長(現)

1997年６月 ㈱仙台カントリークラブ監査役

2003年５月 公益社団法人全国経理教育協会

理事長

2005年６月 ㈱仙台カントリークラブ取締役

2007年６月 公益財団法人全国法人会総連合

副会長

2017年６月 ㈱仙台カントリークラブ取締役

副社長

2018年６月 ㈱仙台カントリークラブ

代表取締役社長(現)

2022年11月 仙台商工会議所副会頭(現)

(注)３ 1

常務取締役

支配人
渡　邉　和　彦 1964年２月13日生

1986年３月 早稲田大学社会科学部卒業

2012年９月 ㈱七十七銀行審査部副部長

2016年３月 ㈱七十七銀行岩沼支店長

2018年３月 宮城商事㈱不動産管理部長

2022年10月 ㈱仙台カントリークラブ副支配人

2023年６月 ㈱仙台カントリークラブ取締役

支配人
2025年６月 ㈱仙台カントリークラブ常務取締

役支配人(現)

(注)３ 1

取締役 後　藤　久　幸 1941年10月21日生

1964年３月 東北学院大学文経学部経済学科卒
業

1983年４月 宮城トヨタ自動車㈱代表取締役

社長
1983年５月 ㈱トヨタレンタリース宮城代表

取締役社長
1999年７月 ㈱宮城トヨタ商事代表取締役会

長
2005年６月 ㈱仙台カントリークラブ取締役

(現)
2008年６月 宮城トヨタ自動車㈱代表取締役

会長(現)

(注)３ 1

取締役 鈴　木　繁　雄 1944年４月23日生

1967年３月 東北学院大学文経学部経済学科

卒業

1967年４月 ㈱七十七銀行

1986年11月 ㈱鈴憲 代表取締役社長(現)

2001年７月 学校法人聖和学園評議員(現)

2003年５月 仙台市議会議長

2005年６月 ㈱仙台カントリークラブ取締役

(現)

(注)３ 1

取締役 荒　川　滿　政 1950年１月29日生

1968年３月 仙台市立仙台工業高等学校電気

科卒業
1999年８月 ㈱ユアテック宮城支社副支社長

兼設備部長
2006年３月 ㈱ユアテック山形支社執行役員

山形支社長
2009年６月 ㈱ユアテック執行役員安全衛

生・品質管理部長
2011年６月 ㈱仙台カントリークラブ取締役

(現)
2012年６月 ㈱ユアテック上席執行役員安全

衛生・品質管理部長
2015年６月 ㈱ユアテック協力会安全アドバイ

ザー(現)

(注)３ 1

取締役 庄　子　清　一 1955年10月31日生

1978年３月 東北学院大学経済学部経済学科卒

業

1992年６月 ㈱庄子運送代表取締役社長(現)

2013年５月 仙台トラック事業協同組合理事長

2016年４月 仙台カントリー倶楽部理事(現)

2020年５月 (公社)宮城県トラック協会会長

(現)

2020年６月 (公社)全日本トラック協会副会長

(現)

2023年６月 ㈱仙台カントリークラブ取締役

(現)

(注)３ 1
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役 西　井　英　正 1964年９月27日生

1990年３月 慶應義塾大学大学院経営管理研究

科(MBA)修了

2003年６月 弘進ゴム㈱取締役社長(現)

2017年６月 宮城県経営者協会理事副会長(現)

2020年６月 東北経済連合会理事副会長(現)

2021年６月 仙台経済同友会代表幹事(現)

2022年５月 日本ゴム工業会副会長(現)

2022年12月 協同組合エムビー・ネットワーク

理事長(現)

2024年６月 日本ゴム履物協会会長(現)

2024年６月 全日本履物団体協議会会長(現)

2025年６月 ㈱仙台カントリークラブ取締役

(現)

(注)３ 1

取締役

副支配人兼総務部長
鴫　原 　　智 1965年12月28日生

1984年３月 仙台市立仙台商業高等学校卒業

2017年９月 ㈱七十七銀行事務統轄部出納課長

2020年９月 ㈱仙台カントリークラブ業務部長

2021年７月 ㈱仙台カントリークラブ総務部長

2023年６月 ㈱仙台カントリークラブ副支配人
兼総務部長

2025年６月 ㈱仙台カントリークラブ取締役副
支配人兼総務部長(現)

(注)３ 1

常勤監査役 東海林　久信 1961年１月14日生

1984年３月 明治大学法学部卒業

2002年10月 杜の都信用金庫高砂支店長

2016年10月 杜の都信用金庫リスク管理課長
兼金融法務課お客さま相談室長

2022年２月 丸幸自動車工業㈱取締役総務部
部長

2026年４月 ㈱仙台カントリークラブ営業部
部付部長

2026年６月 ㈱仙台カントリークラブ常勤監

査役(現)

(注)５ －

監査役 増　子　敬　之 1957年５月７日生

1980年３月 東北学院大学経済学部商学科卒業

1980年４月 積水ハウス㈱

1985年12月 八興土地㈱取締役

1989年５月 八興土地㈱代表取締役社長(現)

2004年４月 仙台カントリー倶楽部理事(現)

2005年６月 ㈱仙台カントリークラブ常勤監

査役
2016年６月 ㈱仙台カントリークラブ監査役

(現)

(注)４ 2

監査役 眞 田 昌 行 1961年８月19日生

1984年３月 明治大学法学部卒業

1985年４月 最高裁判所司法研修所入所

1987年３月 最高裁判所司法研修所修了

1987年４月 弁護士登録 仙台弁護士会入会

1987年４月 三島法律事務所入所

2023年５月 弁護士法人三島法律事務所代表社

員(現)

2025年６月 ㈱仙台カントリークラブ監査役

(現)

(注)４ 1

計 11
 

　

(注) １　取締役 後藤久幸、鈴木繁雄、荒川滿政、庄子清一、西井英正は、社外取締役であります。

２　監査役 増子敬之、眞田昌行は、社外監査役であります。

３　取締役の任期は、2025年３月期に係る定時株主総会終結の時から2027年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。
４　監査役の任期は、2025年３月期に係る定時株主総会終結の時から2029年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。
５　監査役の任期は、2024年３月期に係る定時株主総会終結の時から2028年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

 

② 社外取締役及び社外監査役との関係

当社の社外取締役及び社外監査役との間には、人的関係、資本的関係又は重要な取引関係その他の利害関係はあ

りません。

 

EDINET提出書類

株式会社　仙台カントリークラブ(E04639)

有価証券報告書

16/44



 

(3) 【監査の状況】

① 監査役監査の状況

監査役会においては監査役３名により、会計監査並びに取締役会に出席し経営方針の決定や業務執行の状況を監

査すると共に、会計監査人と連携し監査の実効性を確保しています。

当事業年度において当社は監査役会を年３回開催しており、個々の監査役の出席状況についてはつぎのとおりで

あります。

氏名 開催回数 出席回数

阿部　正寿 ３ ３

増子　敬之 ３ ３

眞田　昌行 ３ ３
 

阿部正寿氏は常勤監査役、増子敬之氏・眞田昌行氏は社外監査役であります。

(注)2026年６月22日をもって監査役阿部正寿氏は、辞任により退任いたしました。

監査役会における主な検討事項として、会社の内部統制についての評価や会社法改正に伴う必要な対応について

意見交換を行っております。

また、常勤監査役の活動として、取締役会、その他重要な会議への出席及び中間期及び本決算時の監査の実施、

監査役会の招集、監査報告書の作成、株主総会へ出席と監査報告等を行っております。

② 内部監査の状況

当社は特に内部監査組織を設けていませんが、常務取締役支配人が業務全般にわたり管理監督を行っておりま

す。

各部門の部長で組織される部長会は、日常の業務遂行を通じて各所属部門の対処すべき課題等を、機会あるごと

に常務取締役支配人と共に協議し、改善に努めております。検出された重要な問題点については、常務取締役支配

人が改善、是正に関する提言を付して取締役社長及び取締役会に直接報告するほか、常勤監査役に直接報告を行っ

ております。

③ 会計監査の状況

ａ．監査法人の名称

監査法人ＭＭＰＧエーマック

ｂ．継続監査期間

2005年３月期以降。

ｃ．業務を執行した公認会計士

代表社員　業務執行社員：久保田果

ｄ．監査業務に係る補助者の構成

公認会計士 ２名
 

ｅ．会計監査人の選定方針と理由

当監査役会は、会計監査人の選定にあたり監査役３名が適切な連携の下、会計監査人から提出された「会計監

査人の職務の遂行に関する報告資料」を基に検討を行っております。また、過去の監査活動の状況を踏まえ、会

計監査人としての専門性、経験等職務遂行能力及び独立性、監査実施体制において問題が無いため、当社の会計

監査人として適任と判断しております。

なお、当監査役会は、会計監査人に適正な監査の遂行に支障きたす事由が生じたと認められる場合には、会計

監査人の解任又は不再任に関する議案を決定し、当会社取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に

提出いたします。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役会は監査

役全員の同意により会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集

される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告します。

ｆ．監査役及び監査役会による会計監査人の評価

監査役及び監査役会は会計監査人監査法人ＭＭＰＧエーマックの監査方法及び結果は相当であるものと評価

し、特に問題となる点はありません。
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④ 監査報酬の内容等

ａ．監査公認会計士等に対する報酬の内容

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

2,800 ― 2,900 ―
 

　

ｂ．監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬

該当事項はありません。

　

ｃ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

　

ｄ．監査報酬の決定方針

特に方針を定めておりませんが、監査日数等を勘案したうえで決定しております。

 
ｅ．監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

取締役会が提案した会計監査人に対する報酬等に対して、当社の監査役会が会社法第399条第１項の同意をし

た理由は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、監査計画における監

査時間及び監査報酬の推移並びに過年度の監査計画と実績の状況を確認し、報酬額の見積りの妥当性を検討した

結果、会計監査人の報酬等につき、同意を行っております。

 
(4) 【役員の報酬等】

該当事項はありません。

 

(5) 【株式の保有状況】

該当事項はありません。
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５ 【従業員の状況等】

(1) 【人材戦略に関する基本方針等】

当社の人材戦略に関する基本方針等は「第２　事業の状況　２　サステナビリティに関する考え方及び取組」

をご参照願います。

 

(2) 【従業員の状況】

① 提出会社の状況

2026年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)
平均年間給与の対前
事業年度増減率(％)

43 (11) 51.2 9.2 3,577 1.75
 

 

事業部門の名称 従業員数(名)

営業部門(営業・フロント) ６ (―)

キャディ部門(マスター室・キャディ) ８ (２)

レストラン部門(厨房・サービス) ８ (７)

コース管理部門 15 (―)

全社(共通) ６ (２)

合計 43 (11)
 

(注)　(1)　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(2)　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の平均雇用人員であります。

(3)　当社は、単一セグメントであるため、事業部門別の従業員数を記載しております。

(4)　全社(共通)は、総務、経理、庶務等の管理部門の従業員であります。

(5)　臨時従業員には、パートタイマー契約の従業員を含み、派遣社員を除いています。

 

② 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。

 

③ 管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

当社は「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成27年法律第64号）」及び「育児休業、介護休

業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成3年法律第76号）」の規定による公表義務の対象

でないため、記載を省略しております。
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第５ 【経理の状況】

 

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度(2025年４月１日から2026年３月31日まで)の

財務諸表について、監査法人ＭＭＰＧエーマックにより監査を受けております。

 

３　連結財務諸表について

当社では関連会社及び子会社を有していないため連結財務諸表は作成しておりません。

 

１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

該当事項はありません。

 

(2) 【その他】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社　仙台カントリークラブ(E04639)

有価証券報告書

20/44



２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2025年３月31日)
当事業年度

(2026年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 484,547 534,369

  売掛金 33,238 31,872

  商品及び製品 4,871 3,975

  原材料及び貯蔵品 11,668 10,023

  未収入金 2,101 1,818

  前払費用 2,610 2,510

  立替金 ― 855

  貸倒引当金 △1,497 △970

  流動資産合計 537,541 584,454

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 300,167 300,167

    減価償却累計額 △138,744 △147,192

    建物（純額） 161,423 152,974

   建物附属設備 95,072 97,392

    減価償却累計額 △65,929 △70,285

    建物附属設備（純額） 29,143 27,106

   構築物 412,013 415,813

    減価償却累計額 △275,274 △287,936

    構築物（純額） 136,738 127,876

   機械及び装置 109,521 113,825

    減価償却累計額 △78,320 △84,054

    機械及び装置（純額） 31,200 29,770

   車両運搬具 104,646 104,646

    減価償却累計額 △97,759 △99,696

    車両運搬具（純額） 6,887 4,950

   工具、器具及び備品 49,615 48,788

    減価償却累計額 △40,314 △42,719

    工具、器具及び備品（純額） 9,301 6,068

   コース勘定 1,099,095 1,099,095

   土地 583,311 583,311

   立木 167,353 167,353

   リース資産 47,819 57,150

    減価償却累計額 △42,081 △46,542

    リース資産（純額） 5,738 10,607

   有形固定資産合計 2,230,192 2,209,114
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2025年３月31日)
当事業年度

(2026年３月31日)

  無形固定資産   

   電話加入権 269 269

   無形固定資産合計 269 269

  投資その他の資産   

   その他 128 133

   投資その他の資産合計 128 133

  固定資産合計 2,230,590 2,209,517

 資産合計 2,768,132 2,793,972

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 4,319 4,142

  リース債務 3,339 3,791

  未払金 8,932 14,096

  未払費用 10,995 11,439

  前受金 76 13

  未払法人税等 6,367 872

  未払消費税等 3,305 14,602

  預り金 5,660 5,689

  賞与引当金 11,890 11,770

  流動負債合計 54,886 66,417

 固定負債   

  長期預り金 9,140 8,540

  リース債務 2,972 7,876

  退職給付引当金 10,446 10,544

  繰延税金負債 381,079 381,080

  固定負債合計 403,638 408,041

 負債合計 458,524 474,458

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 50,000 50,000

  資本剰余金   

   資本準備金 1,220,000 1,220,000

   資本剰余金合計 1,220,000 1,220,000

  利益剰余金   

   利益準備金 200 200

   その他利益剰余金   

    買換資産圧縮積立金 727,118 725,851

    別途積立金 150,000 150,000

    繰越利益剰余金 162,289 173,461

   利益剰余金合計 1,039,608 1,049,513

  株主資本合計 2,309,608 2,319,513

 純資産合計 2,309,608 2,319,513

負債純資産合計 2,768,132 2,793,972
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② 【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 2024年４月１日
　至 2025年３月31日)

当事業年度
(自 2025年４月１日
　至 2026年３月31日)

営業収益   

 ゴルフ場収入 504,056 491,764

 年会費収入 25,837 39,613

 手数料収入 22,200 26,300

 営業収益合計 552,094 557,677

営業費用   

 役員報酬 5,310 11,700

 給料 223,618 222,824

 賞与引当金繰入額 11,890 11,770

 法定福利及び厚生費 36,974 39,500

 貸倒引当金繰入額 351 ―

 消耗品費 7,680 8,557

 修繕費 14,174 13,770

 水道光熱費 21,829 21,543

 租税公課 14,175 14,084

 その他の原価 47,149 48,327

 地代家賃 2,006 2,006

 減価償却費 36,407 40,902

 その他の経費 97,085 109,810

 営業費用合計 518,652 544,797

営業利益 33,441 12,879

営業外収益   

 受取利息 152 1,044

 雑収入 2,184 1,770

 貸倒引当金戻入額 ― 188

 営業外収益合計 2,337 3,002

経常利益 35,778 15,882

特別利益   

 機械及び装置売却益 ― 99

 車両運搬具売却益 750 ―

 特別利益合計 750 99

特別損失   

 役員退職慰労金 15,800 ―

 土地売却損 2,685 ―

 固定資産除却損 674 4

 特別損失合計 19,159 4

税引前当期純利益 17,369 15,977

法人税、住民税及び事業税 10,102 6,071

法人税等調整額 4,284 1

法人税等合計 14,387 6,072

当期純利益 2,981 9,905
 

EDINET提出書類

株式会社　仙台カントリークラブ(E04639)

有価証券報告書

23/44



③ 【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 2024年４月１日　至 2025年３月31日)

 
 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

当期首残高 50,000 1,220,000 1,220,000

当期変動額    

当期純利益    

買換資産圧縮積立金

の取崩
   

当期変動額合計    

当期末残高 50,000 1,220,000 1,220,000
 

 

 

株主資本

純資産合計

利益剰余金

株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計買換資産

圧縮積立金
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 200 734,633 150,000 151,792 1,036,626 2,306,626 2,306,626

当期変動額        

当期純利益    2,981 2,981 2,981 2,981

買換資産圧縮積立金

の取崩
 △7,514  7,514    

当期変動額合計  △7,514  10,496 2,981 2,981 2,981

当期末残高 200 727,118 150,000 162,289 1,039,608 2,309,608 2,309,608
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 当事業年度(自 2025年４月１日　至 2026年３月31日)

 
 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

当期首残高 50,000 1,220,000 1,220,000

当期変動額    

当期純利益    

買換資産圧縮積立金

の取崩
   

当期変動額合計    

当期末残高 50,000 1,220,000 1,220,000
 

 

 

株主資本

純資産合計

利益剰余金

株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計買換資産

圧縮積立金
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 200 727,118 150,000 162,289 1,039,608 2,309,608 2,309,608

当期変動額        

当期純利益    9,905 9,905 9,905 9,905

買換資産圧縮積立金

の取崩
 △1,266  1,266    

当期変動額合計  △1,266  11,171 9,905 9,905 9,905

当期末残高 200 725,851 150,000 173,461 1,049,513 2,319,513 2,319,513
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④ 【キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 2024年４月１日
　至 2025年３月31日)

当事業年度
(自 2025年４月１日
　至 2026年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 営業収入 550,387 561,037

 原材料又は商品の仕入れによる支出 △47,601 △47,608

 人件費の支出 △275,907 △288,931

 その他の営業支出 △174,647 △149,187

 小計 52,230 75,309

 利息の受取額 152 1,044

 法人税等の支払額 △4,723 △11,566

 営業活動によるキャッシュ・フロー 47,659 64,787

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △100,750 △10,493

 有形固定資産の売却による収入 1,765 100

 投資その他の資産の増減額（△は増加） △12 2

 投資活動によるキャッシュ・フロー △98,996 △10,390

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 預り金の増減額（△は減少） △1,630 △600

 リース債務の返済による支出 △3,339 △3,974

 財務活動によるキャッシュ・フロー △4,969 △4,574

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △56,306 49,822

現金及び現金同等物の期首残高 290,854 234,547

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  234,547 ※1  284,369
 

EDINET提出書類

株式会社　仙台カントリークラブ(E04639)

有価証券報告書

26/44



【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(重要な会計方針)

１　棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品　　　　最終仕入原価法

原材料及び貯蔵品　　最終仕入原価法

 

２　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

建物、建物附属設備、構築物 10～41年

機械及び装置、車両運搬具 ４～17年

工具、器具及び備品 ４～８年
 

　(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によって

おります。

　(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

 
３　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　(2) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支払見込額に基づき計上しております。

　(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務(簡便法による期末自己都合要支給額)に基

づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

 

４　収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な業務における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する

通常の時点(収益を認識する通常の時点)は以下のとおりであります。

(1) ゴルフ場収入に係る収益認識

ゴルフ場収入につきましては、顧客へのゴルフ場利用等に係るサービスの対価として、顧客から受け取るグリー

ンフィ等の総額をサービス利用時に収益として認識しております。

(2) 年会費収入に係る収益認識

年会費収入につきましては、当該事業年度中の会員への優待サービス等の提供の対価として、履行義務の充足に

係る進捗度に基づき当該年会費に対応した期間にわたり収益を認識しております。

(3) 登録名義書換手数料に係る収益認識

登録名義書換手数料につきましては、手数料を収受した時点で会員資格を付与し、収益として認識しておりま

す。
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５　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引出し可能な預金からなってお

ります。

 

６　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

該当事項はありません。
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(重要な会計上の見積り)

繰延税金資産の回収可能性

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額

(単位：千円)

 前事業年度 当事業年度

繰延税金資産 9,398 8,750
 

注) 繰延税金資産は繰延税金負債と相殺して表示しております。

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

来場者や売上高が減少する等、当社の業績に影響が出て、将来の実績値に基づく結果がこれらの見積及び仮定と

大幅に異なった場合、翌事業年度の財務諸表において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性がありま

す。

 
(会計方針の変更)

該当事項はありません。

 

(未適用の会計基準等)

・「リースに関する会計基準」(企業会計基準第34号　2024年９月13日)

・「リースに関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日)

ほか、関連する企業会計基準、企業会計基準適用指針、実務対応報告及び移管指針の改正

 

(1) 概要

国際的な会計基準と同様に、借手のすべてのリースについて資産・負債を計上する等の取扱いを定めるもの。

借手の会計処理として、借手のリースの費用配分方法については、IFRS第16号と同様に、リースがファィナン

ス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリースについて使用権資産に係る減

価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理が適用されます。

 

(2) 適用予定日

2028年３月期の期首より適用予定であります。

 

(3) 当該会計基準等の適用による影響

「リースに関する会計基準」等の適用による財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であります。

 

(表示方法の変更)

該当事項はありません。

 

(貸借対照表関係)

前事業年度(2025年３月31日)及び当事業年度(2026年３月31日)

該当事項はありません。

 

(損益計算書関係)

前事業年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)及び当事業年度(自　2025年４月１日　至　2026年３月31日)

顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客との

契約から生じる収益の金額は、財務諸表「注記事項（収益認識関係）１ 顧客との契約から生じる収益を分解した情

報」に記載しております。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

１　発行済株式に関する事項                                                       　　　　　　　 (株)

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式 1,400 ― ― 1,400
 

 

２　自己株式に関する事項

該当事項はありません。

 
３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４　配当に関する事項

該当事項はありません。

 

当事業年度(自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

１　発行済株式に関する事項                                                       　　　　　　　 (株)

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式 1,400 ― ― 1,400
 

 

２　自己株式に関する事項

該当事項はありません。

 

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４　配当に関する事項

該当事項はありません。

 

(キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

 
前事業年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当事業年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

現金及び預金勘定 484,547千円 534,369千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △250,000千円 △250,000千円

現金及び現金同等物 234,547千円 284,369千円
 

 

(リース取引関係)

(借主側)

 ファイナンス・リース取引

 　所有権移転外ファイナンス・リース取引

 　(1)リース資産の内容

 　　 有形固定資産

 　　 　コピー機、トラクター、ゴルフカートミストファンであります。

 　(2)リース資産の減価償却の方法

 　　 重要な会計方針「２ 固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。
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(金融商品関係)

　１　金融商品の状況に関する事項

　(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、基本として自己資金内での資金計画を行っており、資金運用については短期的な預金等に限定してお

ります。そのため、銀行等金融機関からの借入による資金調達はありません。

　(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である売掛金は、クレジット会社への債権及び顧客のプレー費の債権であり、顧客の信用リスクに晒

されております。当該リスクに関しては、その大半がクレジットによる支払いであるため２ヶ月以内には回収可

能なものであります。従って、顧客の信用リスクを伴うものは少額でありますが、期日管理及び残高管理を行い

回収懸念の軽減を図っております。未収入金は、主に会員の年会費による債権であります。年会費による債権の

リスクに関しては、会員ごとに期日管理及び残高管理を行い、会員の退会のときには滞留した債権を清算するこ

とにしており、回収懸念の軽減を図っております。

営業債務である買掛金及び未払金は、ほとんどが２ヶ月以内の支払期日であり、支払については自己資金で

賄っており、月次資金繰書を作成し流動性リスクを管理しております。ファイナンス・リース取引に係るリース

債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、流動性リスクに晒されておりますが、月次

資金繰書を作成し管理しております。

 

　２　金融商品の時価等に関する事項

現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものについては、注記を省略しております。

また、その他の金融商品については、重要性が乏しいので注記を省略しております。

 
(デリバティブ取引関係)

前事業年度(2025年３月31日)及び当事業年度(2026年３月31日)

該当事項はありません。
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(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、給与規則に基づく退職一時金制度を採用しております。

退職一時金制度(非積立型制度であります。)では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給して

おります。

なお、退職一時金制度は、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しております。

 

２　簡便法を適用した退職一時金制度

　(1) 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

       (単位:千円)

 
前事業年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当事業年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

退職給付引当金の期首残高 9,212 10,446

　退職給付費用 1,484 2,256

　退職給付の支払額 249 2,158

退職給付引当金の期末残高 10,446 10,544
 

 

　(2) 退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

       (単位:千円)

 
前事業年度

(2025年３月31日)
当事業年度

(2026年３月31日)

非積立制度の退職給付債務 10,446 10,544

貸借対照表に計上された負債の額 10,446 10,544
 

 
退職給付引当金 10,446 10,544

貸借対照表に計上された負債の額 10,446 10,544
 

 
　(3) 退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用は、前事業年度1,484千円、当事業年度2,256千円であります。

 

EDINET提出書類

株式会社　仙台カントリークラブ(E04639)

有価証券報告書

32/44



 

(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 
前事業年度

(2025年３月31日)
 当事業年度

(2026年３月31日)

繰延税金資産    

賞与引当金 4,087千円  4,112千円

賞与引当金に係る社会保険料 663千円  664千円

未払事業税 539千円  ―千円

退職給付引当金 3,639千円  3,684千円

その他 468千円  289千円

繰延税金資産小計 9,398千円  8,750千円

繰延税金資産合計 9,398千円  8,750千円
 

 

繰延税金負債    

買換資産圧縮積立金 390,477千円  389,813千円

未収事業税 ―千円  17千円

繰延税金負債合計 390,477千円  389,831千円

繰延税金負債の純額 381,079千円  381,080千円
 

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 

 
前事業年度

(2025年３月31日)

 当事業年度
(2026年３月31日)

法定実効税率 34.4％  34.4％

(調整)    

住民税均等割 13.5  14.7

税額控除 △7.8  △4.1

交際費等永久に損金に算入されない項目 13.2  －

税率変更による差異 35.7  0.3

軽減税率の適用 △5.7  △6.3

その他 △0.4  △1.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 82.8  38.0
 

 

(持分法損益等)

前事業年度、当事業年度とも関連会社に対する投資がないため記載しておりません。

 

(資産除去債務関係)

前事業年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)及び当事業年度(自　2025年４月１日　至　2026年３月31

日)

当社は賃借している土地の上に給水施設を建設しており、土地の賃貸借契約を解約した場合には原状回復義務が

付帯されておりますが、当該契約は、自動更新であり、かつ、ゴルフ事業以外の利用は不可能なことから契約解除

となる蓋然性が極めて低く、発生時期を合理的に見積ることが出来ないため資産除去債務を計上しておりません。
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(収益認識関係)

１　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前事業年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

(単位：千円)

 ゴルフ場収入 年会費収入 手数料収入 合計

グリーンフィ 123,227 ― ― 123,227

諸費 128,177 ― ― 128,177

キャディフィ 30,320 ― ― 30,320

食堂収入 70,604 ― ― 70,604

その他の収入 151,727 ― ― 151,727

年会費 ― 25,837 ― 25,837

登録名義書換手数料 ― ― 22,200 22,200

顧客との契約から生じる収益 504,056 25,837 22,200 552,094

その他の収益 ― ― ― ―

外部顧客への売上高 504,056 25,837 22,200 552,094
 

 
当事業年度(自　2025年４月１日　至　2026年３月31日)

(単位：千円)

 ゴルフ場収入 年会費収入 手数料収入 合計

グリーンフィ 120,695 ― ― 120,695

諸費 126,563 ― ― 126,563

キャディフィ 25,925 ― ― 25,925

食堂収入 69,341 ― ― 69,341

その他の収入 149,239 ― ― 149,239

年会費 ― 39,613 ― 39,613

登録名義書換手数料 ― ― 26,300 26,300

顧客との契約から生じる収益 491,764 39,613 26,300 557,677

その他の収益 ― ― ― ―

外部顧客への売上高 491,764 39,613 26,300 557,677
 

 
２　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「注記事項(重要な会計方針)の４ 収益及び費用の計上基準」に記載のと

おりです。
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３　顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当事業年度末にお

いて存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

契約負債の残高等

前事業年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

 (単位：千円)

 前事業年度

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 31,422

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 35,340
 

注) 契約資産及び契約負債の重要な期首残高、期末残高はありません。

 
当事業年度(自　2025年４月１日　至　2026年３月31日)

 (単位：千円)

 当事業年度

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 35,340

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 33,690
 

注) 契約資産及び契約負債の重要な期首残高、期末残高はありません。

 
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前事業年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)及び当事業年度(自　2025年４月１日　至　2026年３月31

日)

当社は、ゴルフ事業及びこれに付帯する業務の単一事業であり、開示対象となる事業セグメント情報がないため、

記載しておりません。

 
【関連情報】

前事業年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)及び当事業年度(自　2025年４月１日　至　2026年３月31

日)

１　製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略し

ております。

２　地域ごとの情報

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

３　主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありません。

 
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)及び当事業年度(自　2025年４月１日　至　2026年３月31

日)

該当事項はありません。

 
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)及び当事業年度(自　2025年４月１日　至　2026年３月31

日)

該当事項はありません。

 
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)及び当事業年度(自　2025年４月１日　至　2026年３月31

日)

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前事業年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)及び当事業年度(自　2025年４月１日　至　2026年３月31

日)

　　該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

１株当たり純資産額の算定上の基礎並びに１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

 

項目
前事業年度

(2025年３月31日)
当事業年度

(2026年３月31日)

(1) １株当たり純資産額 1,649,720円03銭 1,656,795円12銭

　(算定上の基礎)   

　　貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 2,309,608 2,319,513

　　普通株式に係る純資産額(千円) 2,309,608 2,319,513

　　普通株式の発行済株式数(株) 1,400 1,400

１株当たり純資産の算定に用いられた普通株
式の数(株)

1,400 1,400
 

 

項目
前事業年度

(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

当事業年度
(自　2025年４月１日
至　2026年３月31日)

(2) １株当たり当期純利益 2,129円91銭 7,075円09銭

　(算定上の基礎)   

　　当期純利益(千円) 2,981 9,905

　　普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式に係る当期純利益(千円) 2,981 9,905

　　普通株式の期中平均株式数(株) 1,400 1,400
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産        

建物 300,167 ― ― 300,167 147,192 8,448 152,974

建物附属設備 95,072 2,320 ― 97,392 70,285 4,356 27,106

構築物 412,013 3,800 ― 415,813 287,936 12,662 127,876

機械及び装置 109,521 4,373 69 113,825 84,054 5,803 29,770

車両運搬具 104,646 ― ― 104,646 99,696 1,937 4,950

工具、器具及び備品 49,615 ― 827 48,788 42,719 3,233 6,068

コース勘定 1,099,095 ― ― 1,099,095 ― ― 1,099,095

土地 583,311 ― ― 583,311 ― ― 583,311

立木 167,353 ― ― 167,353 ― ― 167,353

リース資産 47,819 9,331 ― 57,150 46,542 4,461 10,607

有形固定資産計 2,968,615 19,824 896 2,987,543 778,429 40,902 2,209,114

無形固定資産        

ソフトウエア 3,928 ― ― 3,928 3,928 ― ―

電話加入権 269 ― ― 269 ― ― 269

無形固定資産計 4,197 ― ― 4,197 3,928 ― 269
 

(注) 当期増加額の主なものは、次のとおりであります。

(1)建物附属設備　　　　　厨房エアコン　　　　　　　　　　 2,320千円

(2)構築物　　　　　　　　練習場防球ネットポール基礎補強  3,800千円

(3)機械及び装置         乗用芝刈り機                    3,900千円

(4)リース資産　　　　　　ゴルフカートミストファン        9,331千円

 
【借入金等明細表】

当事業年度期首及び当事業年度末におけるリース債務の金額が当事業年度期首及び当事業年度末における負

債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。

 
【引当金明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 1,497 970 339 1,158 970

賞与引当金 11,890 11,770 11,890 ― 11,770
 

 (注) 貸倒引当金の当期減少額「その他」は、洗替によるものであります。

 

EDINET提出書類

株式会社　仙台カントリークラブ(E04639)

有価証券報告書

37/44



 

(2) 【主な資産及び負債の内容】

当事業年度末(2026年３月31日現在)における主な資産及び負債の内容は次のとおりである。

①　現金及び預金

 

区分 金額(千円)

現金 2,242

預金  

普通預金 282,127

定期預金 250,000

計 532,127

合計 534,369
 

 

②　売掛金

 

相手先 金額(千円)

㈱七十七カード 22,392

三井住友カード㈱ 7,348

ユーシーカード㈱ 594

㈱日専連ファイナンス 491

その他 1,046

合計 31,872
 

 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

 

当期首残高(千円)
 
(Ａ)

当期発生高(千円)
 
(Ｂ)

当期回収高(千円)
 
(Ｃ)

当期末残高(千円)
 
(Ｄ)

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)
 

 

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
 

 

 ２  
 

 

(Ｂ)
365

 

33,238 452,306 453,672 31,872 93.4 26.2
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③　商品及び製品

 

品名 金額(千円)

レストラン仕入(食材、飲料等) 1,496

売店仕入(ゴルフ用品等) 2,479

合計 3,975
 

 

④　原材料及び貯蔵品

 

品名 金額(千円)

燃料 2,598

肥料薬品等 1,837

キャディユニフォーム等 1,836

その他 3,751

合計 10,023
 

 

⑤　買掛金

 

相手先 金額(千円)

㈱サトー商会 867

㈱カネサ藤原屋 607

服部コーヒーフーズ㈱ 513

㈱吉岡屋 357

㈱トーチク 309

その他 1,486

合計 4,142
 

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 １株券

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 該当なし

株式の名義書換  

取扱場所 宮城県名取市愛島笠島字南北沢１－８　株式会社仙台カントリークラブ　総務係

株主名簿管理人 宮城県名取市愛島笠島字南北沢１－８　株式会社仙台カントリークラブ　総務係

取次所 なし

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

公告掲載方法 官報

株主に対する特典 なし
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

 
(1)

 

有価証券報告書

及びその添付書類

事業年度

(第65期)

自　2024年４月１日

至　2025年３月31日
 
2025年６月24日

東北財務局長に提出。

 

(2) 半期報告書 (第66期中)
自　2025年４月１日

至　2025年９月30日
 
2025年12月22日
東北財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

2026年６月20日

株式会社仙台カントリークラブ

取締役会　御中

 

監査法人ＭＭＰＧエーマック
 

東京都品川区
 

 

代表社員  公認会計士 門　　傳　　基　　博  

代表社員
業務執行社員

 公認会計士 久 保 田　　 　果  
 

 

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社仙台カントリークラブの2025年４月１日から2026年３月31日までの第66期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及

び附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社仙台カントリークラブの2026年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以外の情報である。経営

者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容

の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外

事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい

るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計

事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注)１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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